
はじめに

　現在，うつ病や高齢化人口の増加に伴う認知症の患者
数が年々増加し，精神疾患が「五大疾病」の１つとされ，
国民に広くかかわる疾患として重点的な対策が実施され
ている。精神疾患の治療においては，薬物療法は治療の
基本となる場合が多く，また，ハイリスク薬が多く使用
されていることから，薬剤師が精神疾患患者の安全で有
効な薬物療法にかかわっていく必要がある。
　学術第２小委員会は精神科病棟で薬剤師が行っている
具体的な業務内容およびその有用性に関するエビデンス
を創出することを目的として，多面的な調査・研究を実
施している。精神科における薬剤師業務のエビデンスを
構築することにより，精神科薬剤師業務の標準化および
精神科チーム医療のなかでの薬剤師の役割を明確化でき
る。また，精神疾患患者における薬物療法の有効性と安
全性を担保し，最適な薬物療法を実現することで医療費
の削減にも貢献できると考えられる。
　平成26年度は２つの視点から研究を実施した。１つ
目は危険ドラッグ使用による薬物依存症の入院患者が増
加しているため，薬物依存症の心理教育への薬剤師の関
与について，２つ目は精神科病院薬剤師に対する薬剤師
業務等に関するアンケート調査である。

平成26年度の活動

１．薬物依存症の心理教育への薬剤師のかかわりについて
　危険ドラッグ使用による薬物依存症の入院患者が増加

しているため，薬物依存症の心理教育への薬剤師のかか
わりについて，先進的な取り組みを実施している瀬野川
病院の施設見学を実施し，担当薬剤師や他職種へのイン
タビューにより薬物依存症の心理教育における薬剤師の
必要性について質的研究を実施した。
　薬物依存症の心理教育は「せりがや覚せい剤再乱用プ
ログラム（Serigaya Methamphetamine Relapse Preven-
tion Program：SMARPP）」が実施されていた。プログ
ラムは28のセッションで構成されており，スタッフは
看護師を中心に多職種（医師，心理士，薬剤師，作業療
法士）がかかわり，週１回，１回のセッションは約１時
間で運営されていた。対象患者は，危険ドラッグ，覚せ
い剤，睡眠薬，over the counter（OTC）薬の依存症患
者であった。また，瀬野川病院の薬物依存症治療プロジェ
クトでは，心理教育以外に，グループミーティング，運
動療法，drug addiction rehabilitation center（DARC）メッ
セージ，薬物勉強会，家族会など様々なプログラムが実
施されていた。
　心理教育を実施することにより，医療従事者も依存症
について正しい知識が得られ，共通認識された。さらに，
依存症患者に対する偏見・差別の意識が減少し，燃え尽
き現象や陰性感情を軽減することが可能となり，心理教
育は医療従事者側にも有用であった。看護師からは薬剤
師による心理教育や服薬指導により病棟での患者の不眠
時薬への訴えが和らいだと評価されていた。また，薬剤
師からは心理教育の際に心がけていることとして患者の
理解度に合わせ，わかりやすく伝えることの重要性が挙
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図　アンケート用紙

A　Part 1

B　Part 2



げられた。そして，集団療法から個別介入し副作用確認
後に処方提案し，症状の改善が認められた症例があり，
薬剤師の心理教育への参加は患者にとって安心で安全な
薬物療法に効果的であり，さらに，ほかのスタッフとの
信頼関係を構築するためにも有用であった。しかし，マ
ンパワー不足や薬剤師の心理教育参加に対する診療報酬
が認められないなどの問題が提起された。
　薬物依存症患者への認知行動療法に基づく心理教育は
すでに有用性が報告されており，今後全国展開される予
定である。薬物依存症患者の回復には多職種でのかかわ
りが必要であり，薬剤師の参加が望まれる。
２．「精神科における薬剤師業務の有用性に関する調査・
研究」アンケート調査

　精神疾患の治療において薬物療法は治療の基本となる
場合が多く薬剤師が安全で有効な薬物療法にかかわって
いく必要がある。しかし，精神科では薬剤師の関与によ
るアウトカムが実証されたエビデンスが乏しい。このた
め，精神科病棟で薬剤師が実施している業務内容につい
て調査を行い，今後の業務の標準化のために現在の実施
率等を調査することを目的としアンケート調査を実施し
た。平成26年６月，精神科病院施設へアンケートに関
する趣意書を郵送し，７〜８月に日本病院薬剤師会ホー
ムページに「精神科における薬剤師業務の有用性に関す

る調査・研究」についてのアンケートを公開した。アン
ケート内容はPart 1：施設の概要等，Part 2：業務内容
等とした（図）。
　Part 1：79件，Part 2：131件のアンケート結果を表
１に示す。また，病棟薬剤業務実施加算に相当する業務
の実施状況を表２に示す。アンケート結果はいずれも途
中経過であり，今後詳細な解析をすすめていきたい。

今後の活動予定

　精神科医療はこれから急性期へ，また，早期退院を前
提としたより身近で利用しやすい精神科医療へ向かうと
されており，大きな転換を迎えようとしている。この転
換期において，安全で有効な薬物療法，アドヒアランス
の向上，早期退院と回復への支援，心理教育へのかかわ
りなど，精神科薬剤師の果たす役割は大きく，他職種へ
我々の業務のみえる化を図る必要がある。
⑴　薬剤師が実施可能な薬効の評価尺度を調査する。
⑵　精神科薬剤師の介入事例の収集に役立つツールを開

発する。
⑶　アンケート調査，処方介入事例について詳細な解析

を実施し，その結果に基づいて精神科薬剤師業務の標
準化を立案する。
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表１　アンケート結果

・精神科医療施設の薬剤師の人員配置状況は極めて厳しい。
　病床数：298.5±145.2　薬剤師（常勤）：3.57±1.85人
・医療施設の規模にかかわらず，薬剤管理指導業務の実施率は

87.0％と高い。
・病棟薬剤業務実施加算を算定している施設は１施設のみであっ

た。しかし，実際には，病棟薬剤業務実施加算に相当する業務
は，日常業務のなかで実施されていた。

・処方適正化に向けた関与（ラモトリギン，リスペリドン徐放性
注射剤などの投与量および増量速度の適正化）については実施
率が高い。一方で，検査・TDMオーダー（炭酸リチウムを除く）
への関与については，実施率が比較的低い。

・DAI-10，DIEPSSは約半数で実施されていた（各50.0％，48.8
％）。

・約半数の施設（55.8％）において，心理教育プログラムへ薬
剤師が参加していた。

TDM：薬物血中濃度モニタリング，DAI-10：薬に対する構えの評価尺度，

DIEPSS：薬原性錐体外路症状評価尺度

表２　病棟薬剤業務実施加算に相当する業務の実施状況

項目 実施率（％）

ほかの医療スタッフへの助言や相談への応需 96.9

医薬品の医薬品安全性情報等の把握および周知 96.0

医薬品管理業務 92.1

医薬品の投薬・注射状況の把握 85.7

複数薬剤同時投与時の投与前の相互作用の確認 85.7

入院時の持参薬の確認および服薬計画の提案 78.6

処方内容の確認および薬剤の交付準備 75.4

カンファレンスへの参加 63.0

患者の状態に応じた積極的な新規・変更処方の提
案等 60.3

患者等に対するハイリスク薬等に係る投与前の詳
細な説明 31.0

薬剤の投与における，流量または投与量の計算等
の実施 29.4

回診への同行 20.5

薬物療法プロトコルについて提案，協働で作成，
進行管理 14.3


